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(2009年 3 月 ~2010年 2 月)
2009年3月28日(土) ~30日(月)春季合宿研究会(於:筑波大学)
(課題研究) r ~新たな職』の設置による新たな学校組織のあり方J
r ~新たな職J の設置の意義と配置状況J J 1口有美子(筑波大学大学院)
f人事考課制度を活用した学校運営における副校長の役割についてj
佐々木哲氏(東京都立科学技術高等学校長IJ校長)
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5.論文原稿には、必ず論文題目の欧文を付すこと。
6.論文原稿は、 3部(コピー可)送付すること。原稿は原則として返却しない。
7.論文投稿の申し込み期限は毎年8月末日とし、原稿提出期限は毎年 10月末日とする。
-86-
『学校経営研究』第35巻をお届けします。今回の特集は， r親・地域の学校参加の再検討-学
校・家庭@地域の新たな関係構築の可能性と課題-Jをテー マに， 4本の論稿を掲載している。
現代学校経営改革は，地方分権・規制緩和政策の下で，学校の自律性の確立を理念として展開さ
れている。その中で，学校と家庭，地域の関係も新たな枠組みづくりが創出されてきている。例
えば，学校評議員制度の創設，地域運営学校(コミュニティ・スクーノレ)の創設，学校関係者評
価の制度化，学校支援地域本部の設置などがそれである。また，改正教育基本法でも学校・家庭・
地域の連携協力が規定されている。こうした改革動向には，学校と親・地域住民の関係、において，
これまでの公的な意思に基づいて教育サーピスを提供する公的教育機関(学校)とその受け手(家
庭・地域)というものから， 自律的に意思決定しその活動に責任をもっ公的教育機関とその経営
に参加し，その活動を支援しつつ責任を分担するものとしての関係に再構築されることが求めら
れているといえる。それは，親・地域住民の学校参加から学校経営参加，そして学校ガバナンス
への展開としづ学校経営上の新たな動向として読み取ることもできる。こうした課題認識に基づ
いて特集テーマを設定した次第である。
自由研究論文については3本の申し込みがありましたが，うち2本方清新塁し， 1本が提出され，
厳正な審査の結果，掲載となりました。
特別論文については，臼井智美会員による力作を掲載することができました。
書評には，佐藤博志会員の『オーストラリア学校経営改革の研究Jを取り上げました。本書は，
同会員の学位論文を刊行したものであり，我が国における学校経営研究にも大いなる示唆を与え
る著作である。
なお，本巻から新たな編集委員会体制で担当することになりました。会員諸氏のご協力を得な
がら，その責任を全うしていきたと考えておりますので， 3年間，よろしくお願いいたします
2010年4sj1 S 
紀要編集委員長北神正行
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